
     

2007 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要   2006 年 10 月 31 日 

（平成 19 年 3 月期） 
上 場 会 社 名        日本たばこ産業株式会社  上場取引所 東 大 名 福 札  
コ ー ド 番 号        2914     本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.jti.co.jp/ ） 
代  表  者 代表取締役社長 木村 宏 
問合せ先責任者 執行役員コミュニケーション責任者 志水 雅一     ＴＥＬ (03) 3582－3111 
決算取締役会開催日 2006 年 10 月 31 日 配当支払開始日 2006 年 12 月 1 日 
単元株制度採用の有無  有（1単元 株）・無 
 
１． 2006 年 9 月中間期の業績(2006 年 4 月 1 日～2006 年 9 月 30 日) 
(1)経営成績                    (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％
2006 年 9 月中間期 
2005 年 9 月中間期 

  1,181,648    △ 4.6
1,238,074   △ 10.3

   118,549      12.1
105,771     13.0

   119,307       4.3
114,370     18.5

2006 年 3 月期 2,370,645          192,493          192,830          
 
 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益

 百万円     ％ 円 銭

2006 年 9 月中間期 
2005 年 9 月中間期 

   87,738      13.9
77,028     41.6

9,158.47
40,202.19

2006 年 3 月期 126,268 65,839.28
(注)①期中平均株式数 2006 年 9 月中間期 9,580,080 株 2005 年 9 月中間期 1,916,016 株 2006 年 3 月期 1,916,016 株 

   ②会計処理の方法の変更 有 ･ 無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
    ④2006 年 4月 1 日付をもって 1 株につき 5株の割合で株式分割しております。 

 

(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

2006 年 9 月中間期 
2005 年 9 月中間期 

2,566,856 
2,476,381 

1,712,343
1,596,991

66.7 
64.5 

178,739.96
833,495.70

2006 年 3 月期 2,410,096 1,643,098 68.2 857,497.63
(注)①期末発行済株式数 2006 年 9 月中間期 9,580,080 株 2005 年 9 月中間期 1,916,016 株 2006 年 3 月期 1,916,016 株 

    ②期末自己株式数  2006 年 9 月中間期   419,920 株 2005 年 9 月中間期    83,984 株 2006 年 3 月期    83,984 株 
    ③2006 年 4月 1 日付をもって 1 株につき 5株の割合で株式分割しております。 

    ④2005 年 9月中間期及び 2006 年 3 月期の数値については、従来の「株主資本」、「株主資本比率」、「1 株当たり株主資本」を記載 

   しております。 

 

２．2007 年 3 月期の業績予想(2006 年 4 月 1日～2007 年 3 月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 2,340,000 193,000 130,000 
（参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 13,569 円 82 銭 
 
３．配当状況 

・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

2006 年 3 月期 7,000.00 9,000.00 16,000.00 

2007 年 3 月期（実績） 1,800.00 ―

2007 年 3 月期（予想） ― 1,800.00
3,600.00 

(注) 2006 年 4 月 1 日付をもって 1 株につき 5株の割合で株式分割しております。 

 

(注)上記の予想は、当社が本資料の発表日現在において合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は予想と大き

く異なることがありえます。業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、12、14 ページ及び｢2007 年 3 月期中間決算短

信添付資料」の将来に関する記述等についてのご注意をご参照ください。 
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中 間 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

期　別 前事業年度末 当中間会計期間末

（2006年３月31日現在） （2006年９月30日現在）
   科　目 金     額 構成比 金     額 構成比

（資　産　の　部） ％ ％ 

936,482 38.9 1,119,715 43.6 183,233 

14,054 13,666 △ 388 

501 975 473 

53,820 58,996 5,176 

125,086 120,684 △ 4,402 

97,064 72,707 △ 24,356 

601,900 797,770 195,869 

44,347 55,206 10,858 

△ 295 △ 292 2 

1,473,614 61.1 1,447,140 56.4 △ 26,473 

375,254 15.6 367,859 14.4 △ 7,394 

174,956 168,627 △ 6,329 

200,298 199,232 △ 1,065 

128,449 5.3 108,241 4.2 △ 20,207 

92,541 77,883 △ 14,657 

35,907 30,357 △ 5,550 

969,910 40.2 971,039 37.8 1,129 

764,245 771,965 7,720 

211,971 205,375 △ 6,596 

△ 6,306 △ 6,300 5 

資  産  合  計 2,410,096 100.0 2,566,856 100.0 156,759 

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

そ の 他

関 係 会 社 株 式

そ の 他

増減金額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ預託金

売 掛 金

半 製 品

そ の 他 の た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物

そ の 他

商 標 権

貸 倒 引 当 金
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中 間 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

期　別 前事業年度末 当中間会計期間末

（2006年３月31日現在） （2006年９月30日現在）

   科　目 金     額 構成比 金     額 構成比

（負　債　の　部） ％ ％ 

317,212 13.1 451,048 17.6 133,835 

15,785 19,277 3,491 

17,413 18,607 1,194 

48,771 98,164 49,393 

12,793 22,652 9,859 

62,227 120,695 58,467 

12,563 13,016 453 

147,658 158,634 10,975 

449,785 18.7 403,464 15.7 △ 46,321 

150,000 150,000 － 

10,964 1,063 △ 9,901 

225,046 214,673 △ 10,373 

292 286 △ 6 

63,481 37,441 △ 26,040 

766,998 31.8 854,513 33.3 87,514 

（資　本　の　部）

100,000 4.2 － △ 100,000 

736,400 30.6 － △ 736,400 

736,400 － △ 736,400 

848,888 35.2 － △ 848,888 

18,776 － △ 18,776 

694,394 － △ 694,394 

135,717 － △ 135,717 

32,387 1.3 － △ 32,387 

△ 74,578 △3.1 － 74,578 

1,643,098 68.2 － △ 1,643,098 

負 債 及 び 資 本 合 計 2,410,096 100.0 － △ 2,410,096 

（純　資　産　の　部）
－ 1,681,085 65.5 1,681,085 
－ 100,000 3.9 100,000 
－ 736,400 28.7 736,400 
－ 736,400 736,400 
－ 919,264 35.8 919,264 
－ 18,776 18,776 
－ 900,487 900,487 
－ 77 77 
－ 47,416 47,416 
－ 1,857 1,857 
－ 743,300 743,300 
－ 107,836 107,836 
－ △ 74,578 △2.9 △ 74,578 

－ 31,257 1.2 31,257 
－ 30,059 1.2 30,059 
－ 1,197 0.0 1,197 

－ 1,712,343 66.7 1,712,343 
負 債 及 び 純 資 産 合 計 － 2,566,856 100.0 2,566,856 

別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

自 己 株 式

特 別 償 却 準 備 金
圧 縮 記 帳 積 立 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

圧 縮 記 帳 特 別 勘 定

株 主 資 本

増減金額

流 動 負 債

負 債 合 計

固 定 負 債

資 本 剰 余 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

資 本 金

そ の 他

賞 与 引 当 金

未 払 た ば こ 税

未 払 た ば こ 特 別 税

未 払 地 方 た ば こ 税

買 掛 金

一年以内返済予定の長期借入金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

資 本 金

そ の 他

資 本 準 備 金

中間（当期）未処分利益

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計
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　中 間 損 益 計 算 書　
（単位：百万円）

期  別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

2005年４月１日から 2006年４月１日から 2005年４月１日から

2005年９月30日まで 2006年９月30日まで 2006年３月31日まで

  科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比
％ ％ ％ ％ 

1,238,074 100.0 1,181,648 100.0 △ 56,426 △ 4.6 2,370,645 100.0 

970,905 78.4 917,193 77.6 △ 53,712 △ 5.5 1,864,682 78.7 

267,168 21.6 264,454 22.4 △ 2,714 △ 1.0 505,962 21.3 

161,397 13.0 145,905 12.4 △ 15,491 △ 9.6 313,469 13.2 

105,771 8.6 118,549 10.0 12,777 12.1 192,493 8.1 

15,569 1.3 9,432 0.8 △ 6,137 △ 39.4 19,123 0.8 

285 994 708 661 

12,626 5,838 △ 6,787 13,087 

2,658 2,600 △ 57 5,374 

6,970 0.6 8,674 0.7 1,704 24.4 18,786 0.8 

1,349 1,209 △ 139 2,552 

804 3,619 2,814 863 

1,537 1,356 △ 180 3,074 

3,279 2,488 △ 791 12,296 

114,370 9.3 119,307 10.1 4,936 4.3 192,830 8.1 

36,204 2.9 28,568 2.4 △ 7,635 △ 21.1 60,876 2.6 

28,153 2.3 4,803 0.4 △ 23,350 △ 82.9 53,263 2.2 

122,421 9.9 143,072 12.1 20,651 16.9 200,443 8.5 

45,393 3.7 55,333 4.7 9,940 21.9 29,198 1.3 

－ － － － － － 44,977 1.9 

77,028 6.2 87,738 7.4 10,710 13.9 126,268 5.3 

22,861 － － 22,861 

－ － － 13,412 

99,890 － － 135,717 

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間(当期)未処分利益

法人税、住民税及び事業税

税引前中間（当期）純利益

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

増減金額
対前年
中間期
増減率

中間（当期）純利益

法 人 税 等 調 整 額

社 債 利 息

受 取 配 当 金

た ば こ 災 害 援 助 金

受 取 利 息

営 業 外 費 用

共 済 年 金 給 付 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

そ の 他
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当中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで） （単位：百万円）

特別
償却
準備金

圧縮
記帳
積立金

圧縮
記帳
特別
勘定

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

2006年３月31日残高 100,000 736,400 736,400 18,776 152 57,857 3,183 633,200 135,717 848,888 △ 74,578 1,610,710

剰余金の配当 － △ 17,244 △ 17,244 △ 17,244
特別償却準備金の
取崩

－ △ 74 74 － －

圧縮記帳積立金の
繰入

－ 3,031 △ 3,031 － －

圧縮記帳積立金の
取崩

－ △ 13,473 13,473 － －

圧縮記帳特別勘定
の繰入

－ 1,857 △ 1,857 － －

圧縮記帳特別勘定
の取崩

－ △ 3,183 3,183 － －

別途積立金の積立 － 110,100 △ 110,100 － －
役員賞与 － △ 119 △ 119 △ 119
中間純利益 － 87,738 87,738 87,738
株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額）

－ － －

－ － － － △ 74 △ 10,441 △ 1,326 110,100 △ 27,881 70,375 － 70,375

2006年９月30日残高 100,000 736,400 736,400 18,776 77 47,416 1,857 743,300 107,836 919,264 △ 74,578 1,681,085

2006年３月31日残高

剰余金の配当
特別償却準備金の
取崩
圧縮記帳積立金の
繰入
圧縮記帳積立金の
取崩
圧縮記帳特別勘定
の繰入
圧縮記帳特別勘定
の取崩

別途積立金の積立

役員賞与
中間純利益
株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額）

2006年９月30日残高
（注）剰余金の配当、特別償却準備金の取崩、圧縮記帳積立金の繰入、圧縮記帳積立金の取崩、圧縮記帳特別勘定の繰入、圧縮記帳特別勘定の取崩、別途積立金の積立及び

　　役員賞与は、2006年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

中間会計期間中の変動
額

中間会計期間中の変動
額合計

32,387

中間会計期間中の変動
額合計

中間会計期間中の変動
額

△ 1,130

△ 1,130

△ 2,328 1,197

△ 2,328 1,197

1,643,098

△ 1,130

69,244

－

△ 119
87,738

－

－

－

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

32,387

自己
株式

その他利益剰余金
資本剰余金

純資産
合計

利益
剰余金
合計

利　　益　　剰　　余　　金

資本
準備金

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

中間株主資本等変動計算書

資本
剰余金
合計

利益
準備金

株主
資本
合計

－

－

－

－

－

－

－

－

30,059 1,197 31,257

－

1,712,343

△ 17,244

－

－

－

－ 36 －

TDnet-2914-1
ＪＴ個別



【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】
１．資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券
　子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法によっております。
　その他有価証券
　　　時価のあるもの　　　　　　……

　　　時価のないもの　　　　　　…… 移動平均法による原価法によっております。
(2)デリバティブ …… 時価法によっております。
(3)たな卸資産
　総平均法による原価法によっております。
　なお、原材料及び半製品について必要な評価減を実施しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

建物（建物附属設備を除く） 38～50年
(2)無形固定資産
　定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
商　　標　　権 10年

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

(3)退職給付引当金

(4)役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．リース取引の処理方法

６．ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象

(3)ヘッジ方針

(4)ヘッジ有効性の評価方法

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【会計処理方法の変更】

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　デリバティブ取引に関する内部規程である「金融リスク管理規程」に基づき、主として将来発生する外貨建取引に係る
為替の変動リスクの回避あるいは軽減、債券運用等における受取利息等及び借入金等における利払等に対する金利リスク
の回避を目的としてデリバティブ取引を利用しております。

　原則として、ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性を判定しております。ただ
し、振当処理によっている為替予約等は、有効性の評価を省略しております。

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしている場合
には振当処理によっております。

　為替予約 　外貨建貸付金及び外貨建予定取引

　通貨スワップ 　外貨建貸付金

　また、公的年金負担に要する費用のうち、1956年６月以前（公共企業体職員等共済組合法施行日前）の給付対象期間に
係る共済年金給付の負担について、当該共済年金負担に係る負債額を算定し退職給付引当金に含めて計上しております。

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案して計上しております。

　従業員及び役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支給見込基準により計上しております。

　従業員（取締役でない執行役員を含む）の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

（役員賞与に関する会計基準）
　当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。これ
による営業利益、経常利益及び税引前中間純利益への影響は軽微であります。

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用
しております。これまでの資本の部の合計に相当する金額は、1,711,145百万円であります。なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表規則により作成しております。
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【注記事項】
（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

２．保証債務等 百万円 百万円

３．

４.

百万円
百万円
百万円

（中間損益計算書関係）
１．

２．
３．

（中間株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）

419

普通株式の自己株式の増加335千株は、2006年４月１日をもって普通株式１株につき５株の割合で株式を分割
したことによるものであります。

　　合計 83 335 －

　普通株式 83 335 － 419

自己株式

当中間会計期間末
株式数
（千株）

前事業年度末
株式数
（千株）

当中間会計期間
増加株式数
（千株）

当中間会計期間
減少株式数
（千株）

　中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業
税」に含めて表示しております。
　特別利益のうち主なものは、土地の売却益25,792百万円であります。
　特別損失のうち主なものは、成人識別自販機導入費用1,573百万円であります。成人識別自販機導入費用は、未成年者喫煙
防止を目的として、2008年に全国導入を予定しているICカード方式成人識別装置システム構築展開費用等の負担金でありま
す。

86,993 101,546

「キャッシュ・マネージメント・システム預託金」は、当社グループにおいて国内グループ会社を対象としたキャッシュ・マ
ネージメント・システムを統括している(株)ジェイティ財務サービス（連結子会社）への資金の預託であります。

未払地方たばこ税

49,188
11,355
60,363

　未払たばこ税、未払たばこ特別税及び未払地方たばこ税については、当中間会計期間の末日が金融機関の休日であったため
に未払いとなった次の額が含まれております。

未払たばこ税
未払たばこ特別税

前事業年度末

630,346 634,205

当中間会計期間末
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【リース取引関係】

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(2005年4月1日～2005年9月30日) (2006年4月1日～2006年9月30日) (2005年4月1日～2006年3月31日)

  　リース物件の所有権が借主に移転する 　  リース物件の所有権が借主に移転する 　  リース物件の所有権が借主に移転する

  と認められるもの以外のファイナンス・   と認められるもの以外のファイナンス・   と認められるもの以外のファイナンス・

  リース取引   リース取引 　   リース取引

 1. リース物件の取得価額相当額、減価償  1. リース物件の取得価額相当額、減価償  1. リース物件の取得価額相当額、減価償

  却累計額相当額及び中間期末残高相当額   却累計額相当額及び中間期末残高相当額   却累計額相当額及び期末残高相当額

 2. 未経過リース料中間期末残高相当額  2. 未経過リース料中間期末残高相当額  2. 未経過リース料期末残高相当額

     １　年　内　     　  12,541百万円      １　年　内　     　  13,637百万円      １  年  内       　　12,649百万円

     １  年  超         　15,191百万円      １  年  超        　 13,707百万円      １  年  超　       　12,675百万円

       合　計　      　 　27,733百万円        合　計　      　 　27,344百万円        合　計　      　 　25,325百万円

 3. 支払リース料、減価償却費相当額及び  3. 支払リース料、減価償却費相当額及び  3. 支払リース料、減価償却費相当額及び

  支払利息相当額   支払利息相当額 　支払利息相当額

　   支払リース料　　  　  6,765百万円 　   支払リース料　　  　  7,316百万円 　   支払リース料　　  　 13,969百万円

　   減価償却費相当額　  　6,638百万円 　   減価償却費相当額　    7,163百万円 　   減価償却費相当額　   13,530百万円

　   支払利息相当額　　      384百万円 　   支払利息相当額　　      320百万円 　   支払利息相当額　　    　726百万円

 4. 減価償却費相当額の算定方法  4. 減価償却費相当額の算定方法  4. 減価償却費相当額の算定方法

　  リース期間を耐用年数とし、残存価額 　  　　同　　左 　  　　同　　左

  を零とする定額法によっております。

 5. 利息相当額の算定方法  5. 利息相当額の算定方法  5. 利息相当額の算定方法

　  リース料総額とリース物件の取得価額  　 　　同　　左  　 　　同　　左

  相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

　の配分方法については、利息法によって

　おります。

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はない  　 　　同　　左  　 　　同　　左

　ため、項目等の記載は省略しております。

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

車両及び運搬具 2,520 1,582 938

器具及び備品 47,520 23,493 24,026

そ の 他 983 212 770

合 計 51,025 25,288 25,736

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

車両及び運搬具 3,529 2,603 926

器具及び備品 43,110 18,853 24,257

そ の 他 999 151 847

合 計 47,640 21,608 26,031

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

車両及び運搬具 3,638 2,853 784

器具及び備品 43,008 20,770 22,238

そ の 他 984 175 808

合 計 47,631 23,799 23,832

【有価証券関係】

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

(単位：百万円)

種類

子 会 社 株 式 41,580 38,112 △ 3,468 41,580 33,492 △ 8,087 41,580 37,804 △ 3,776

合計 41,580 38,112 △ 3,468 41,580 33,492 △ 8,087 41,580 37,804 △ 3,776

貸借対照表
計　上　額

時　　価

前中間会計期間(2005年9月30日現在) 当中間会計期間(2006年9月30日現在) 前事業年度末(2006年3月31日現在)

差　　額
中間貸借対
照表計上額

時　　価 差　　額
中間貸借対
照表計上額

時　　価 差　　額
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